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　１．はじめに

　これまで長い間租税に関する理論モデルでは，市場構造に関しては両極

端のケースすなわち完全競争かあるいは独占の場合を前提として分析が行

なわれてきた。ようやく最近になって寡占経済における租税の効果が検討

されるようになった。

　Bergstrom and Varian〔1〕,Dierick,Matutes and Neven 〔7L Levin

〔13〕,Okuguchに14〕等においてはクールノー・モデルにおける租税の問

題が取り扱われた。また寡占の推測的変化モデルにおける租税をテーマと

するものとしてはKatz and Rosen〔9〕,Clarke〔4〕等があげられるが，し

かしこれらは物品税のみを問題としている。

　本稿においては寡占の推測的変化モデルにおいて付加価値税が産業全体

の産出量や個々の企業の利潤にどのような影響を及ぼすかを検討する。

　２．付加価値税・モデル

　単一の同質財を生産する7z企業が存在するとする。財に対する需要関数

の逆関数は戸=/(Q)で与えられ，ｆ＜Oとなる。ここで/）は生産物の価格

であり，産業全体の産出量：Ｑは個々の企業の産出量：ヱ,の合計額すな

わちＱ＝ΣＪ,である。第ｆ番目の企業の総費用は費用関数：Ｇ＝Ｃ（匍

で表わされる。

　第ｆ番目の企業の利潤は次式のように定義される。
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であり，£は付加価値税率である。

　推測的変化に関しては次式で表わされるタイプのものを仮定する。

である。

　また２階の条件は

利潤最大のための一階の条件は

となる。

　ここで次の二つの仮定をおくことにする。

　仮定１は任意の企業の限界収入は，任意の他のライバル企業の産出量の

減少関数であることを示す。

　仮定：１と仮定：２を採用すれば，２階の条件(5)式は満足される。
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均衡条件(4)式と陰関数の定理より，次の(6)，(7)，(8)の諸式を得る。

産業の均衡産出量は，次の方程式の解である。

　(9)式を解くことによって，産業の均衡産出量を付加価値税率の関数とし

て表わすことができる。

(9)式の両辺をｚについて微分し，整理すると

が得られる。(8)により∂(1)Z∂z＜Oでありまた(7)，(9)を考慮すると佃式の値

は負となる。
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が導かれる。

　(2)，(4)と需要関数の逆関数を利用することにより，㈲は次式のように変

形される。

を得る。ここでＱ≡ヱiJ″ﾉJ’はXiに関するｆの弾力性である。

　π,を£について微分すると次の如くである。

　㈲，（㈲より，次の㈲式が成立する場合には，付加価値税率が上昇するな

らば，ｆ企業の利潤は増加すると結論できる。

　以上でわれわれは寡占の推測的変化モデルにおける付加価値税の効果を

検討した。間接税としてはこの他に物品税（従量税）もあるが，これについ

てはここでのと同様の方法を適用することによりより簡単に分析を進める
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ことができるのでここでは省略した。
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